第２号様式（第７条関係）
事業計画書

＜申請者＞
	ふりがな
事業所名称
	
	該当する場合は☑
□小規模事業者
(従業員が商業サービス業は5人以下、その他業種は20人以下の事業所)

□賃上げ方針表明
（3.0％以上）

	ふりがな
代表者名
	
	

	主たる業種
	
	

	資本金（法人）
	万円　
	常時使用する
従業員数
	人

	担当者
	ふりがな
氏　　名
	
	役職
	

	
	電話番号
	
	携帯電話番号
	

	
	FAX番号
	
	E-mailアドレス
	



＜経営計画＞
	１．企業概要





	２．外部環境の影響と顧客ニーズ・市場の動向





	３．自社や自社の提供する商品・サービスの強み





	４．経営方針・目標と今後のプラン







＜補助事業計画＞
（１）申請区分（いずれか１つに✓）
□新市場進出や事業再構築を図る取組　　　□省人化･省力化等の生産性向上を図る取組　
□デジタル技術の活用やDX化を図る取組

（２）補助事業の内容
	１．補助事業で行う事業名



	２．取り組み内容













	３．補助事業の効果



















（３）経費明細表
	経費区分
	経費内容
	用途・必要理由
	補助対象経費(税抜)
	補助対象経費(税込)

	
	

	
	円
	円

	
	

	
	円
	円

	
	

	
	円
	円

	
	

	
	円
	円

	補助対象経費合計
	(ｲ)
円
	(ﾛ)
円

	補助金交付申請額
いずれかを選択してください。
【中小企業者区分】上限１００万円
□（イ）×１/２以内（千円未満切捨）
□　賃上げ方針表明(3.0％以上)する場合：補助率２/３に引き上げ

【小規模事業者区分】上限５０万円
□（イ）×２/３以内（千円未満切捨）
□　賃上げ方針表明(3.0％以上)する場合：補助率３/４に引き上げ
※小規模事業者の場合、経費の額に応じて有利な区分を選択可。
	円
	


※経費区分には、「①機械装置等費」から「⑧その他経費」までの各費目を記入してください。
※必要に応じて欄を増やして記載してください。
※用途・必要理由については、具体的に記載してください。

（４）資金調達方法
	経費区分
	金額(円)

	１．自己資金
	
円

	２．金融機関からの借入金
	
　　　　　　　　　　円

	３．その他（　　　　　　　　　　　）
	
　　　　　　　　　　円

	合計額
	
円


※合計額は（ロ）の補助対象経費合計と一致します。
※補助事業が終了してからの精算となりますので、その間の資金調達方法について記入してください。
（５）補助事業による見通し
	
	直近年度実績
(令和　年度)
	1年後
(令和　年度)
	2年後
(令和　年度)
	3年後
(令和　年度)

	売上（A）
	(D)
	
	
	(F)


	売上原価（B）
	
	
	
	

	売上総利益（A-B)
	
	
	
	

	販売費及び一般管理費（C）
	
	
	
	

	営業利益（A-B-C)
	(E)

	
	
	(G)




　
	３年後の売上増加率
{(F-D)/D×100}
	
　　　　　　　　　　　％

	３年後の営業利益増加率
{(G-E)/E×100}
	
　　　　　　　　　　　％



